
農家経済行動の計量モデルの作成
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[I]序1)

本論の目的は, 「農家経済調査」に含まれた情

報を出来得る限り利用して,農家の経済行動をあ

らわすモデルを作成することにあるO周知のごと

く,農家の経済行動は多くの分野にまたがってお

り,これらの各側面が極めて複雑にからみあって

いる。すなわち,農家の経済行動は,少なくとも

(1)農業の経営主体, (2)労働力の提供者, (3)所

得の処分者としての家計の3両をもっている。

農家経済行動に関する在来の実証的研究には,

注目されるべきものも少なくない。土屋氏等によ

る生産関数の研究,篠原氏等による消費関数の研

究はその一例であろう2)。ただ,これらの研究は,

貴家の経済行動の各側面の相互依存関係を明らか

にすることを目的とはしていない。このような意

味で,非常に注目される研究が鳥居氏によって提

出された3)。氏は, 「所得-余暇選好関数」を利

用することによって農家の生産活動と労働供給活

1)この研究は,昭和44年度,文部省試験研究費,

『農家経済行動の計量分析』 (課題番号30001)の一部と

しておこなわれたものである。研究の過程において,

梅村又次教授,藤野正三郎,商売進両助教授から有益

なコメントをたまわった。また,この計算は,京大大

型電子計算センタ-のNEAC-2200および本研究所所

属のNEAC-3100が使用されたが,そのプログラム

およびオベレーシE,ンにおいて,本研究所統計係の方

々の御援助を得た。ここに感謝の意を表する0

2)この種の研究は,かなりの数にのぼるので, 2

種の展望論文をあげておくにとどめる。生産関数につ

いては,大薮和雄「わが匡=こおける生産関数の展望」

(山田・托見・溝口編『日本経済の構造変動と予測』,

春秋礼1969)また消費関数については, Toshiyuki

Mizoguchi, Personal Consumption and Savings in

Post-war Japan, KinolCumya　二Bookstore, 1970,

Cha′pter 4参照。

3)鳥居泰彦「経済発展理論と労働供給主体の均衡

図式」, 『経済学年報(慶応義塾大学)』, 9. 1966.

敏　　行

動を結合させることに成功している。本論では,

モデノレをより綜合化することによって,消費,撹

資行動をも含む計量モデルを作成するとともに在

来あまりおこなわれていなかった時系列分析によ

ってモデルの計測をおこなうことにしたい。

[Ⅱ]理論モデルの作成

多くの理論的研究がそうであるように,われわ

れのモデルも静学モデルから出発したほうがより

便利である。紙数を節約する目的で最初に変数記

号の一覧表をあげておく。具体的な概念について

は逐次説明する。われわれのモデノレの中心をなす

のは, 「農家の効用関数」である。一般に農家は

複数の家族より構成されているが,ここでは単純

化のために,華帯主の効用関数によって農家の経

済行動が決定されると考えることにする。われわ

れが分析で使用する効用関数は

U- U(cIPc, SIPc, L : (A(-1) +‡s(-D) /Pc)

(1.1)

で定義される. (ここで1/2S(-1)がA(-i)に加

えられている理由は後述する)。この関数は,衣

来労働供給関数と消費関数の分析に利用されてき

た2種の効用関数の複合体である。いま, Uを特

殊化して,

U- Ull (C+S) IPc, L : (A←1)十号s(-D)/Pc]

- Ul[.YIPe, L ; (須:-d +÷s(-D) /pォ]
1.1.a)

とおけば,周知の「所得一余暇選好関数」と一致

する。またLを-定とすれば

uz-Uz{cjPc, (S+A←1) +‡s(-D庸;L)
1.1.b
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となり,消費関数分析で用いられる最も単純な効

用関数となるoなお, (1.1)のA(-1)+‡S(-1)
は先決変数であるからUの極大化の計算で使用

される変数は　C,S,LであるO更に, Uは有限,

かつすべての点で微分可能であり,CIPc, S/Pc, -L

の凹増加関数であると考えることにする。

Uとともにわれわれのモデルで中心的な働きを

するのは生産関数である。生産関数としては,坐

産額を被説明変数としてとる場合と付加価値額を

とるものが考えられるが,今回は最初の試みであ

る点をも考慮して後者を採用することにした。か

くて,われわれの生産関数は

0-F(G, K, La, i)　　　　　　(1. 2)

となるo　なお,豆,K等の資産額は年央値で定義

することにし, Fは1次同次であると仮定する.

∂が外生変数となっているのは,少なくと1960

年代初期までは農地の移転が農地法によって規制

されていた点を考慮したものであるO次に,若干

の定義式を導入しよう。

Y=C+S　　　　　　　　　　　　(1. 3)

Y-PfO+苗(Lo-Le) +tB+Y。-チ(1. 4)

L-La+Lo+Lb-Le　　　　　　　(1. 5)

A-PKK+B+PhH十PG豆+Pb産t+p/.雇(1- 6)

A-A←1) -‡ (S+S(-1))十X　(1. 7)
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可処分所得
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Z変数のl時点前の値

Zが外生変数

1) *は1人当たり, +は1963年価椿

2) 1-1:成年男子,.7-2:成年女子, j-3老令乱j-4未成年者
3) 1953年-1.00

X- {Pk-Pk(-1))*(-1)

十(PサーPfc (-1)) 」T(-1)

+ {pa-pe (-D) G(-1) + (-Ps--ZM-D)

kb(-1)十(Pf-PA-D)雇蝣(-1)  (1. 8)

この式でLeを外生変数と考えたのは次の理由に

よるO　われわれのモデノレでは,労働を等質なもの

と考えているから, Le>0の時はL0-0でなけれ

ばならない。しかし,現実にはLeyLqが共に正で

ある場合が多い。これは,労働の質の異質性や農

業労働投入の季節変動より発生するものであり,

これを解明するにはより複雑なモデノレが必要とな

るo　このような点を考慮してLeを外生変数とし

てとりあつかうことにした。また∬丁が外生変数

としてとりあつかわれているのは,鹿家経済調査

における幾産物在庫デ-タの信瀬度を考慮したた

めである。一方, (1.7)式は,年間の資産変化が

月別に一様であると仮定すれば, Aが年央値で定

義されていることより容易に導かれる(1.8)で

は証券価格変動によるCapital Gainは除外され

ているが,鹿家の場合大きな問題にならないO

われわれのモデルでは,住宅投資関数は,効用

関数より独立に定義される。一般に,住宅投資の

決意はかなり長期的な計画にもとづいておこなわ

れるのが通常と思われるので,われわれの静学モ

デルと切りはなしてモデルを設定してもそれほど
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不合理ではあるまい。そこで, 1つの試案として

H-S(-1) -Jl(Y(-1) !Pft(-D) ,

(R(-1)/pサ(-D) , H(-1)]　(1. 9)

を設定することにした。ところで(1.1)-(1.9)に

含まれている内生変数は

U,C,S, Y,K,A,R,L,La,Lo, H,O,X

の13ケであるから,内生変数をすべて決定する

には4ケの方程式の追加が必要である。このため

には

Z- U+AiiO-FJ+XziY-C-S]

+h¥_L-La-L。-Li-¥-Le~l

+んIY-Pf0-mL。一宮R- Y。+T+苗ヱe]

+Z5[A-PKK-R-PhH-PaG-PiK;わ

I PJ雇I]

・x6[A-Aト1ト‡S-÷s(-D]
+右LH-H(-1) -J]

+hlX- (PK-PK(-1)) K(-1)

- (pft-pft (-1)).ff(-1)

- (.pa-pa (-!)) (?(-!)

蝣(Pf-P/(-D)雇-(-1)]

を各内生変数および8ケのラグランヂェ定数Ii

(i-l,2,　　について偏微分し0とおけばよい。

この結果を整理すると

pf(芸　　　　(1. 10)

pf(芸¥-pk官　　　(1. ll)

が得られる。これは結果的には生産関数分析で利

用される限界生産力の法則と同一であるがその導

出過程はことなっている点に注意が必要である。

次に理解を容易にするために,

U-UWIPc), (SIPc),L : A(-1)2

-vl(YIPc), (CIPc),L:A(-1)1 (1. 1.c)

と変換して計算をすすめると,

・V/dL-一芸×号)(
dv

宿

- 1-号)(義)

(1. 12)

(1. 13

-343-

が得られる。ここで(1.ll), (1.12)の具体的な意

味を知るために, Fを2次形式であらわしてみよ

う4)。ただ,在来の所得-余暇選好関数の分析

結果を参照してCL項は一応除外して考えること

にする。いまY',C′でY,CをPcで除した値を

示すことにすれば,

F-ai十hY'十ciL+diC′+eiY′ +JIJ-1

+9iC′2十hl Y′L+jY′C′

となる∴この式を(1.12)に代入すれば

L-a2+biY′+02

(芸×31) [Y′+d3C′] (1. 12. a)

一般にC′とY′がかなり比例的であること,お

よび官の時系列変化が小であることを考慮すれば,

--a3+hY'+cAw)C+dA霊)乞C′ (1. 12.6)

で近似されよう。これは,形式的には労働供給関

数に類似している。一方, (1.13)については

C′-ai {i) +bi {i) Y′+Gi {i) L　(1. 13a)

が得られるo　ここでa(i)等は官の関数である。

ただ,官の変化が小であることも考えれば,この

式は

C′-a5十b5Y′+c?,LJrdb乞　　　(1. 13. 6)

で近似することが可能であろう。この算式は,過

常の消費関数と形式的に類似している点で興味が

もたれる.

[Ⅲ]モデルの動学化

前節で展開されたモデルでは,すべての与件が

既知であると想定されていた。しかし,実際の農

家の経済行動においては,その適合にあたって若

干の時間が必要となるであろう。このようなこと

は,消費関数や投資関数の実証研究において指摘

されてきたところである。この節では,前節で求

められた各変数についての解を"均衡価"とみな

し,現実の農家経済行動を「均衡値への接近のプ

ロセス」としてとらえてみることにしたい。

ところで,前節の12ケの方程式のうち, (1.1),

(1.3), (1.4), (1.5), (1.6), (1.7), (1.:は定義式

であるからここで修正する必要はない。次に,

4)効用関数を2次形式で近似しようとする試みは

かなり広くおこなわれている。例えば,注5)で示し

た鳥居論文参照。
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(1.2)は技術関係であり, (1.9)は他の変数の均衡

値とは別箇に作成されたものであるから,本節で

もそのまま採用することにする。かくて調整が必

要となる算式は(1.10), (1.ll), (1.12), (1.13)の

4式ということになる。

最初に1.10),(1.ll)式を検討してみよう。こ

の式から求められるKとLaに関する解をK*,

La*とした場合,この2変数の値が効用の極大点

に対応している。しかし,非農業セクターにおい

てすら,理想的な資本レべノレの実現には若干のタ

イム・ラッグが存在していることが知られてい

る5)。特に虚業の場合には,このような現象はよ

り明確にあらわれるであろう。そこで,基本的モ

デルとして

log(KIK(-1)) -as+bs log(K* (-1) IK(-1))

2.1)

を考えてみよう。このモデノレは,今期の投資が前

期の最適値と現実値をうめるような形でおこなわ

れていることを示している。次に, a6とb6に若

干の追加的コメントを加えておく。在来から存在

する仮説として,農家の農業用投資が農家の資金

不足より発生しているとの議論が存在していた。

これをモデルに導入する1つの方式は,モデル

(2. 1)の調整係数b6が流通資産・所得比率に依存

すると想定することであろう。かくて

h-<n+h(R{-1)/F(-1))　　(2. 2)

となる。一方,投資率そのものが,他の条件が一

定の場合資本規模と無関係でないことも知られて

いる。これを定式化すれば

0,6-0,8十68 log X(-1)　　　　　(2. 3)

となる(2.1主(2.3　を整理すると

IogK-c十h log K* (-1) +09logK(-1)

+d9 ((R-1)/Y(-1)) log (if* (-1)/*(-!))

(2.4)

のモデノレが得られる。農業用労働時間の最適値へ

の調整は,資本のケ-スよりも容易であろうO　そ

こで基本的モデルとして

5)この種の理論の展望と日本の企業への応用例は,

浜田文雅「設備投資の変動と最適資本ストック」(山田

等編『日本経済の構造変動と予測』 op.cit.)を参照さ

れたい。

碗　　　尭 il.21　No. i

La-aio+bit>La (-1)　　　　　(2. S)

を想定する。ただ,わが国のLa*の変動をみる

と, 1953年以来急速な下降を示しているO　このよ

うな場合,減少した虚業労働時間は非農業労働時

間に転化されていくであろう。この場合,障害と

なるのは非農業セクターの雇用能力である。この

点を考慮して

ffiio - aii+&u-E (2. 6)

と想定することにした。

次にLの変化をみると,年令別,性別にかな

りことなった動きを観察することが出来る。例え

ば,成年男子の労働力は,わずかながら下降傾向

を示しているのに対して,女子労働時間は凹の拠

物線を示している。これらの点を考慮した場合,

Lに関する関数は年令別e性別に求めなければな

らない。そこで,全世帯人員を第1表に示された

ような4年令区分に分割して計算をすすめた。更

にLの供給には習慣効果が考えられるので,時

差変数も導入した。かくて,

LJINJ-aisj+わIsJE+eisJL* (- i)

+dnJ{Lj{-1)/Nj(-1)) (2.

となる。ここでL*は前節(1.ll)で求めたLの

均衡値である。

最後に,消費関数と類似した算式(1.12)につい

ては,同式より求められるC′の均衡値をC'*と

すれば,消費慣習の継続性を考慮して,

C -aii-¥-bnC′*(-1) +cl4C′(-1) (2.

を想定することにした。

ところで, (2.4),(2.5)に代入されるK*,La*

は生産関数の計測結果を利用して直接計算可能で

あるが, (2.8),(2.9)に必要なL*,C*を決定す

る算式は独立に計算することが出来ないから,前

節で求めた各式を両式に代入して間接的な推計が

おこなわれることになる。しかし,このような工

夫は,われわれの本来の目的からみて決定的な不

利益をもたらすものではない。

[Ⅳ]利用されるデータと推計上の=夫

本論で使用されるデータは, 『農家経済調査報

告』 (1953-65年度)の農区別・経営面積別のデー

タのうち,全府県に関するものである。北海道に
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ついても同様の分析が可能であるが,今回の計測

からは除外された。

周知のように,農家経済調査を時系列デ-タと

して使用する場合には1957年度, 1962年度に

おいておこなわれた標本替えおよび調査方法の改

訂にともなう統計データにおける断層の調整がお

こなわれなければならない。幸にして,既発表の

2作業によってこの接続については一応のめどは

立てられるにいたった。われわれは,この業績に

もとづき包括的な作業を旧薦区ぺ-スで試みてみ

た。この結果につい七,更に若干の補正をおこな

い,一応使用に耐えるデータを0.3町以上の農家

について作成した7)O　なお　0.3町未満の農家につ

いては,今後も作業をすすめる予定である8)0

われわれの分析における重要な特色は,農業経

営面積別にモデルを計測することにある。幸いに

して各経営面積階層毎に10遭区毎の情報を有し

ているので,それより得られる10本の時系列デ

ータをプールして使用し,農区間の経済行動の差

は9ケのダミー変数を導入することによってあら

わすことにした。 (具体的には南海畠区が常に0

となるようにした)この結果われわれの利用し得

るデータ数は13×10となり, 9ケのダミー変数に

よる自由度の減少を考慮しても,なおかなりの自

由度を残すことになった。このため,通常の時系

列分析で発生する多重共線性の問題は大むね回避

出来る。以上で,データ処理に関する一般的な問

題を終り各変数と農家経済調査との対応を示すこ

とにしよう. " "を付した言葉は『農家経済調

査』の定義に対応する。

[世帯人員] "常住家族人員"の"年度始射直"O

6)一橋大学経済研究所統計係『農家経済調査の補

正,その1,2』 (部内資料), 1967。梅村又次編『農家

経済総合モデルによる分析および予測』, (部内資料),

1970,付録参照。

7) 19S6年度以前のデータでは, O.s町未満の農家

は一括して集計されている。この数値と1957年度以

降のそれをどのようにリンクすべきかについては問題

が残るが,ここでは種々の事情を考慮して, 19S6年以

荊のO.5町未満の数字と1957年度以降の0・3-0・5町の

数字を単純にリンクすることにした。

8)　この数字については,港口敏行『農家経済調査

調整系列』 (部内資料),近刊参照。
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[農家可処分所得]われわれの分析では,純資産

の変動と年間貯蓄が概念上一致するように想定さ

れている。このように, 『農家経済調査』の数字

をとりあつかうためには,若干の調整作業が必要

である9)。ここでは, "農家可処分所得"に"固定

資産造成見積り", "資産分割による資産増", "付

加減価償却"を加え, "資産分割による資産減少"

と"偶発損"をさし引くことにする。更に,今回

のモデルでは減価償却を調整しない数字を用いる

ことにした。これは,農家経済調査の減価償却が

計量モデルに対して充分たえ得るものであるかど

うか疑問だからである。したがって,ここで定義

される可処分所得には,上述の作業をおこなった

結果に, "農業用"および"農外事業用"減価償却

が加算されている。

[消費支出] "家族家計費合計"から,住居用家賃

として計上されている"家計用"減価償却をさし

引いたもの。

[貯蓄]上記で定義した「可処分所得」から「消

費支出」を差し引いたもの。

[農業生産付加価値] "農業所得"に"農業用減価

償却7'と"支払い労賃"を加えたもの10)なお,農

業生産付加価値から支払い労賃を除いたものを本

論では「蔑業所得」と名付けておく。

[意外事業所得] "農外事業収入"から"意外事業

支出"をさし引き, "盤外事業用減価償却"を加え

たものO

[貸金・俸給収入] "労賃・俸給手当て等の収入"0

[税] "租税公課詔負担"0

[其他所得]上記「可処分所得」に税を加え,「幾

業所得」, 「薦外事業所得」, 「貸金・俸給収入」を差

し引いたもの。

[税引各種所得]上記の各々の所得の構成比で可

処分所得を配分する。

[薦業用固定資本]ここで定義される農業用固定

資本は, (1)農機具, (2)自動車, (3)植物, (4)動

9)溝口敏行「鹿家貯蓄の項目別分析」, 『経済研

究』,第19巻,第3号, 1968参照。
10)本来ならば,更に"支払い小作料"を差し引か

ねばならないが,この癖は無視し得る程度であるので
調整はおこなわれていないO
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物および(5)農業用建物よりなる。このうち,逮

物は農業用・住居用が一括して計上されているの

で,建物の価格が推計された後, 2者の減価償却

費の比率で配分することにした。

ところで,虚業用固定資本そのものに対応する

適切なデフレ-タが存在しないので,農業用投資

のデフレ-タ(1953年基準)を利用して,蔑業用資

本の実質額を直接推計することが望ましい。いま,

『貴家経済調査』に示された各資産の£年度始め

現在値をX(t),年度末現在値をZ(t)とする。次

に, t年度における"資産処分差純益"をJ{t),演

価償却をd(t)とおく。いま,われわれの求める

各資産の年央値をKit)とすれば,

M{t) -lZ(i) -x(t)-J(t)十dffllPK(f) (3. 1)

K(t) -K(卜l) +LM(f) +M(t-1)]!　(3. 2)

#(1953) - [X(1953) +Z(1953)]/2　　　(3. 3)

とするPKは農業用投資のデフレ一夕であり,徳

に定義される。

[金融資産] "預貯金等"と"売掛金未収金"より

なる。計算法は(3.1)-(3.3)に対応する式を利用

する。但し　D(t)-Q,PK-lである。

[負債] "借入金"と"買掛未払金"よりなる。計

算法は金融資産の場合と同様。

[農産物在庫] 『農家経済調査』の"流動資産"の

数字を利用し, (3.1)-(3.3)の計算をおこなうO

但し,同式でD(t)-O,PKのかわりにPfを使用

する。

[意外事業資本]　この項目については名目額のみ

必要である点を考慮し,この項目の年度始め値と

年度末値の平均を利用した。

[経営土地面積] 『患家経済調査』の"経営耕地面

積"の"年度始め値"と"年度末値"の平均値を利

用。これは,同調査がこの変数を規準として階層

分けをおこなっている点を考慮したためである。

[家計用建物]農業用固定資産の項参照。

[減価償却] 『農家経済調査』に計上された"減価

償却費"をそのまま採用した。

[自家農業の労働時間] "自家農業の労働時間"

と"ゆい・手伝・手間香出"の合計をもってあて

る11)更に,この労働時間は,前者の構成比を利

用して以下の年令区分に分割される(i)20-59

研　　　究 Vol.21　No. 4

才の成年男子(ii)同女子, (iii)60才以上の男女,

(iv未成年者。

[賃労働の労働時間] (1)"臨時的賃労働時間",

(2)"恒常的賃労時間", (3) "職員勤務労働時間"よ

りなる。なお1953-56年度については, (2,

(3)が得られないので別途推計した12)

[其他労働時間] "自営兼業のための労働時間",

"賦役公用のための労働時間", "資産造成のため

の労働時間"よりなる。

[家族の労働時間]上記3種の合計値。なお,

「自家農業の労働時間」に対応して, 4種の年令

区分がおこなわれている13)。

[農業用雇用労働時間] "農業年雇"と"農業臨

時雇"の労働時間の合計

[消費者物価指数] 「農村消費者物価指数」を原

則として採用し,同指数が得られない期間につい

ては,農業パリティ指数(家計費)により延長した。

[農業用資本物価指数] 『農業および農家の社会

勘定』の固定資本投資額のデフレ一夕を原則とし

て利用し,同指数が得られない期間については,

農家経済調査の評価基準を参考にして延長をおこ

なった。

[農業生産物物価指数]農村物価指数(農林水産

物指数)を採用。

[土地価格]農地の価格については,若干の指数

が作成されているけれども,いずれも信頼に充分

耐え得るとはいいがたい。そこで農家経済調査で

発表され七いる全府県の土地の金額表示を面積で

除した実効価格を近似的に採用することにした。

[資本利益]上記の指数を利用して(1.6)を計算

した場合　A-A(-1)と1!2(S+S(-1))との問

に差が生じる。ここでは,その差を方として表

ll) "ゆい・手伝・手間替"の処理を正確におこな

うには次の考慮が必要である。まず,労働供給の面で

は本文に示されたような"也"が採用され,労働投入

の面では"受"が加えられねばならない。しかし,こ

の2着の差は極めて小であるので,本文のような簡便

法をとった。

12)注8)の文献参照。

13) 『農家経済調査』には,この種の計算をおこな

うための充分なデータが与えられていないので,若干

の推定作業が必要となる。この計算プロセスについて

は,注8)の文献を参照されたい。
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現することにした14)。

[失業率]総理府統計局, 『労働力調査』による

「完全失業者数」を「総労働力人口」で除した数

字を利用する。

[建設業貸金]労働省, 『毎月勤労者統計調査』

の建設業の賃金指数をとり(1.9), (1.ll)式のW

のかわりに使用する。

[農協貸出利子率]金融統計から得られる農協貸

出額によって対応する利子を除した値を用いる。

(1.9), (1.ll), (1.12)に使用される。

[平均賃金率] 「貸金・俸給収入」を「賃金・俸

給労働時間」で除すことにより求められる。(1,4)

式に使用される。

[平均利子率] "預金・配当収入"を「金融資産」

で除すことによって求められる。 (1.4)式に使用

される。

なあ　平均利子率iと農協利子率官,平均賃金

率崩と建設業賃金率6UNとの間に,

co-ai5+615<u

i-<xi6+oii」

が想定されていることにする。

(3. 4

(3. 5)

[Ⅴ]計　測　結　果

参照を容易にするために,計測されるモデルを

一括して示しておく。 (なお,以下の算式では,

サラィックスを前節までと無関係につけなおして

ある点に注意されたい)。また, ∑mDは地域差

をあらわすダミー変数がモデルに導入されている

ことを示し, b等はb等の推定値であることを示

し, ul等は,方程式誤差をあらわす。

(4. 1)生産関数: log(0/G9 -ai十hlog(KjG)

+cl log (LJG) +毎+∑mi,iDi+ui
も

(4. 2)投資関数: logK-a2+b2logK*(-1)

+e3logK(-1) +dalR(-1)/F(-1)]

× log (K*(-D W-1)) +∑m2,jDi-¥-U2
も

14)本文のようにして求められたXと. (1-8)式

を利用して計算されたXとの間には,わずかながら

相違がある。それは. (1-8)式に一種の近似計算が採

用されているためである。しかし,この差は,本論の

結論を左右するほどには大ではない。

研　　　究 Vol. 21　No. 4

(4. 3)自家農業労働時間決定関数: La-a<t+bsE

+csLa* (-1) +吉ms,iDi+u3
も

(4. 4.j)家族総労働時間決定関数　LjlNj-aij

+hjE+otJ(Y(-1) !Pc (-D)

+dij(o) (-1)/Pe(-1)) (C(-1) /P。

(-1)) +e4,y(訂(-1) /Pc(-D)t(C(-1)

lpc(-D) +/5,,-CM-D /Nj(-1))

+∑miJtiDi+utj　(j-1, 2, 3, 4)
t

(4. 5)消費関数: CjPc-a5十h(Y(-1)/Pc(-D)

+05L(-X) +d,i(-1)

+65 (C(-1) /Pc (-D) +∑m5,iDi+ U5
L

(4. 6)住宅投資関数‥ H-a6+b6(Y(-1)

/Pft (-1)) +c6(iJ(-1) /Ph(-1))

+deH(-1) +∑me.iDi+ut
も

(4.7)平均利子率決定関数i-a,Jrb7i

+∑mltiDi+ul
も

(4. 8)平均賃金率決定関数= (v-aR+bs.訂

+∑ma,iDi+us
も

(4.9)資本の均衡値の決定:

K*-占10× (PfKpK乞) )

(4. 10)農業労働時間の均衡値の決定:

La*-6,0 × (Pfl石)

(4. ll)家族労働時間の年令別配分:
4

L-∑ (LjNj) jN
J-l

(4.12)労働時間の目的別配分:

L - La-Le-¥-Lo-¥-Lt,

(4. 13)所得の形成: Y-pjO十co{L,-Le)+i,R

+F6+Fo-T

(4.14)所得の支出: Y-C+S

(4. 15)資産の構成　A-PKK十Ph軍+PaG+R

+ PbKb + PfKI

(4.16)資産の形成: A-A(-　　　　　〕)

以上の方程式に含まれる内生変数は　A,C,H,i,

K,K*,L,LltLa,L3,LitLa, La*,Lo, O, R, S, w, Y

の19ケであり,方程式数も19であるから内生変

数は決定される。 ((4.4.y)が4ケづつよりなって
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ることに注意せよ)0

ところで,この方程式体系をみると,大むね逐

次型をとっているが, (4.14), (4.16), (4.17)の間

に連立方程式関係が成立していることがわかる。

本来ならばこの点を考慮して連立方程式接近法に

よる推定作業がおこなわれる必要があろう。ただ,

われわれのモデルがなお改良の余地を残している

点を考えて,今回は通常の最小二乗法による推定

に限定することにした。第2表には,モデノレ(4.1

-(4.8についての計測結果が示されている。ただ,

紙数の制約上,地域ダミー変数の係数についての

計測結果は-JNされていない。

上記の計測結果の吟味は, 2種の接近によって

吟味をおこなうことが出来る。第1のそれは,計

測されたパラメータが,モデル作成にあたってと

られた前提とコンシステントであるかどうかとい

うことであり,第2のそれは　Partial,Total,

Finalの3種のテストでモデルのあてはまりを検

討してみることである15)ただ,紙数の関係上,

第2種の結果を詳細に示すことが不可能であるの

で,ここでは主として第1種の接近による吟味を

おこなってみよう16)

(4.1式に示されている生産関数の結果は,パ

ラメータの符号に関する限り事前の想定と一致し

ている。次に,資本および労働の弾力性を南・石

渡氏の計測結果と対比してみると17), CD本論の

資本の弾力性が大であること, (2労働の弾力性

が小であること, (3)誘導される土地の弾力性が

大である点において木目達がある。その1つの原因

は,われわれの蔑業資本の中に建物が含まれてい

ることによるのかもしれない。この事実を除外す

れば,経営規模の拡大にともなって(1)資本の弾

力性が減少すること, (2)労働の弾力性が上昇す

ること, 0)技術進歩率が上昇すること18)の3点

においては,南・石渡氏の緒論と合致している。

更に,土地,資本についての付加価値生産性を対

15) FinalTestについては,その意味付けについ

て雨宮氏より強い疑問が提出され,筆者もこれに近い

見解をもっている。雨宮健, 「予測の統計理論」(山EEh

狂見・溝口編『日本経済の構造変動と予測』 op.cit.)

参照。しかし,ここでは他の計量モデルのテストの慣

習にしたがって,3種のテストをおこなうことにしたO
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応する弾力性に乗ずることによって限界生産力を

計算してみると経営規模問においてそれほど差が

ないのは注目される。しかし,労働の限界生産力

は大規模貴家ほど大となっている。

次に(4.2)で示される盤業用投資関数に目を転

ずるとJT*(-1),Z(-1)の値がいずれも有意な正

となっている。 ∬*は,各階層において上昇トレ

ンドをもっているから, Kの上昇は主としてこの

変数によって説明されることになる。一方,資金

のavailabilityを示すB(-1)!y(-d　を含む項

の係数は一応正ではあるけれども第I階層を除け

ば有意ではない。このことは,農業用投資が資金

の制約をそれほどうけていないことを示している

といえよう。

(4.3)式をみると　La*の係数は小規模農家に

おいて大である　La*の値は,第Ⅴ階層を除けば

各階層とも急速に下降している。ただ,小規模農

家においては1950年代中頃においてLaがLa*

を上まわっていたことが考えられる。これらの農

家の農業労働時間は,農外セクタ-の労働需要が

増大すれば急速にLa*の水準へ近づくであろう。

第i,n階層で　La*の係数が1をうわまわって

いるのは,′　この種の事情を裏付けている。一方,

非農業セクターの失業率の係数はいずれも有意な

正の値を示しているO　この事実は,怠業労働時間

の減少が非農業セクターの労働力需要と密接な関

係をもっていることを示している。

次に家族労働時間供給関数(4. 3. 1)-(4. 3. 4)を

吟味してみよう。ただこの式では　&L*の推計

が間接的な形でおこなわれており, (M)L*と説明

変数の関係について線型近似がおこなわれている

ことから, (4.3)についておこなったような直接

的な方式での解明をおこない得ないという難点が

16)各計測結果における地域ダミー変数の係数につ

いても興味あるものが見出されるが紙数の制約を考慮

してここではこの吟味をおこなわない。

17)商売進・石渡茂「農業生産関数と技術進歩」,
『経済研究』,第20巻,第3号1969n

18)第2表の計算にあたっては, 10を底とする対数
を利用している.したがって. (4-1)のdの推定値を
技術進歩率になおすにはIogioeで除さなければなら

ない。
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存在する。更に,各方程式の決定係数がそれほど

高くないことにも若干の問題が残る。それにもか

かわらず,われわれはいくつかの興味ある事実を

読みとることが出来る。すなわち,

1.失業率の減少は,成年男女,未成年者の労

働時間を短縮せしめる傾向がある。

2.所得の係数は,ほとんどの年令層について

有意ではない。

3. (C/Pc) (wjPc)の係数は,成年男子および主

要な階層の女子について粗鵜摘勺に正である。

4. (c/Pc)乞(苗mの係数には負が多い。

S. Lj(-1)/Nj(-1)のパラメーターは,ほと

んどの場合正である。

このうち, 5.の特色については特にコメントを要

しまい。一方,特色1.は, (4.3.7)の分析と密接

な関連をもっている。すなわち,失業率の低下は,

成年男子・女子の労働力を非農業セクター-吸収

していった。一般に,兼業化は機械力の導入によ

る省力化をともなうことが多く,結果的に労働時

間の減少をもたらすことになるO特色2.に示され

た事実は,通常の労働供給関数でとられている仮

定と反する。しかしながら,わが国農家の労働供

給の実態を考えた時,所得効果がそれほど大とは

思われないので,上述の結論は受け入れられよう。

労働供給関数の特色3,4を説明するには効用関

数の形にまでさかのぼって議論をする必要がある。

いま2次の効用関数Vを想定した場合,特色3,4

が導かれるのは, &L2の係数が負, (H)LYの

係数が正であることを意味するが,これはわれわ

れの常識と一応コンシステントである。ただ,め

れわれのモデノレでは,効用関数と計測結果の間に

一対一対応がつけられていないので,効用関数に

よる比較をすすめることは出来ない。

次に,消費関数に対応する　4.5)式を吟味して

みよう。この関数をめぐる1つの興味は,所得お

よび前期の消費以外の変数の効果が,どのように

あらわれるかということであろう。ところで,わ

れわれの計測結果によれば, (1)所得または前期

の消費の係数は有意な正値を示す, (2労働時間

の係数は有意な負債である, 3)利子率の係数は,

有意な負債である。これらの特性のうち, (1)と
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(3)は在来の消費関数の研究とも斉合性をもって

いる。. (2)は他の条件が一定の時,労働時間が大.

であるほど貯蓄が増大する傾向のあることを示し

ている。この結果を消費者行動の分野からどのよ

うに解するかは今後の研究課題であろう。

(4.6)で示されている住宅投資関数は,一応の

決定係数は得られているけれども,そのパラメー

ターは階層間においてかならずLも,安定した結

果を示していない。しかし,この関数は,.われわ

れのモデルでは副次的な地位しかしめていないか

らそれほど問題にする必要はなかろう。

(4.7),(4.8)の両式は,シミュレーション用の

経験式にすぎないから,ここで特にコメントを加

える必要はない。ただ, (4.7)式の結果が非常に

悪いのは告の推定法に問題が残されているとも考

えられるので,なお検討を必要としよう。

紙数が極めて残り少なくなったので,上述の3

種のテストを詳細に紹介することは事実上困難で

ある点を考慮し, (4.1)-(4..の被説明変数に関

する3種のテスト結果をタイルのu19)であらわ

してみると,階層別,変数別に若干の相違がある

が,各々の中央値はPartialで0.02, Totalで0.03,

Finalで0.07となる。当然のことながら,Partial,

Total,Finalの順にUは増大している。しかし

ながら全般的にいって, Uの値は予想外に小さいO

この研究のいま1つの目的は,シミュレーショ

ン実験を通じて,農家経済行動の将来を考えよう

とすることにあった。ここで再論するまでもなく,

日本の農政は現在大きな転換点にたっている。か

かる時点において,各種の外性変数の動きがどの

ように農家の経済行動に作用するかをみていくこ

とは極めて重要なことである。ただ,紙数の制約

上,これらの実験結果の発表は別の機会にゆずる

ことにしたい。

19)　タイルのUについては, H.Theil,Economic

FCrecasts and Policy, North-Holland Pub. C0., 1958.


